
 

新たな検査制度（原子力規制検査）の実施に向けた法令類の整備 
（第一段階）（規則）に係る追加の意見募集の結果について 

 
 

令和元年 12 月 25 日 

原子力規制委員会 

 

１．概要 

原子力規制検査等に関する規則の制定案について、行政手続法（平成５年法律第 88

号）に基づく意見募集を実施しました。 

 

期  間： 令和元年 10 月３日から同年 11 月１日まで（30 日間） 

対  象： 原子力規制検査等に関する規則案 

方  法： 電子政府の総合窓口（e-Gov）、郵送及び FAX 

 

２．意見公募の結果 

○御意見数：２件※ 

○御意見に対する考え方：別紙のうち番号７～９及び 26 

                                                   
※御意見数は、総務省が実施する行政手続法の施行状況調査において指定された算出方法に基づ

く。延べ意見数については、別紙のうち番号７～９及び 26の４件。 
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提出意見とこれに対する考え方 
 
 

番号 提 出 意 見 考 え 方 

 １ 第 3 条第 3項 

 「第一項の規定による検査の結果並びに第七条各号に掲げる追加検査の区分

及び検査事項を通知するとともに、」とありますが、第七条は手数料の額に関

する規定のため、事業者へ検査結果を通知することが目的とすると追加検査

の要件を規定した（第三条）”前項各号”が適切と考えます。 

  

なお、別途パブリックコメント中である「原子力規制検査等実施要領」の

「2.5 追加検査対応区分の設定（追加検査の適用の考え方）」の最終段の「な

お、追加検査の実施に当たっては、当該事業者に対して対応する検査手数料

の納付を当該事業者に求める。」に対応した条文として記載されているのであ

れば、当該記載が「手数料の納付」に関する規定であることを明確にするた

め、「第一項の規定による検査の結果及び前項各号に掲げる追加検査の区分並

びに第七条各号に掲げる追加検査の手数料及び検査事項を通知するととも

に、」と明記したほうが良いと考えます。 

  

前段について、御指摘を踏まえ、「第一項の規定による検査の

結果並びに前項各号に掲げる認められた劣化に係る追加検査の

区分及び検査事項を通知するとともに、」を「第一項の規定によ

る検査の結果並びに前項各号に係る追加検査の区分及び検査事

項を通知するとともに、」に修正します。 

 後段について、追加検査の区分を示すことにより手数料の額

は明らかであるため、原案のとおりとします。 

 ２ 第 3 条 

 原子力規制検査は他の手数料が必要な許可・認可等のように”事業者の意

思”（タイミング）によって申請するものではなく、別途パブリックコメント

中である「原子力規制検査等実施要領」の「2.8 総合的な評定の結果の通知

及び公表」の最終段の「この際、当該事業者に対して原子力施設の状態等に応

じた基本検査の検査手数料の納付を求める。」と記載されている通り、事業者

は「手数料納付の通知」を受けて対応することになりますので、「手数料の納

付の通知」を行うことを本規則において明確にして頂きたい。 

 具体的には、「第１項の検査結果の通知」に合わせて「手数料の納付の通知」

を行うことを第３条に追加して頂きたい。 

上記１の後段で示した考え方を参照してください。 

 ３ 第３条では「追加検査」を行う基準については記載されていますが、「特別

検査」を行う基準についても記載する必要があるのではないでしょうか。 

特別検査は、法第６８条に基づく立入検査として行うもので

あることから、本規則中に規定はしていませんが、本規則と一

体として運用する原子力規制検査等実施要領（以下「実施要領」

という。）の２．６特別検査の実施に係る判断に記載をしていま

す。 

別紙 
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 ４ 第３条 

 第１項に「基本検査」，第２項に「追加検査」が記載されておりますが，「特

別検査」についても記載が必要と思いますので，原子力規制検査等実施要領

と対応させる形で最低限の記載を追記して頂きたいと思います。 

 上記３で示した考え方を参照してください。 

 ５ 第 3 条第 1項 

 「原子力規制検査は、検査対象事項の全般について、」とありますが、”検査

対象事項の全般”では対象が曖昧であることから、別途パブリックコメント

中である「原子力規制検査等実施要領」の「2.1 検査等 (1) 検査対象」の記

載に合わせ、”法第六十一条の二の二第一項に定める検査対象事項の全般”と、

明記したほうが良いと考えます。 

 御意見を踏まえ、「原子力規制検査は、検査対象事項の全般に

ついて、」を「原子力規制検査は、法第六十一条の二の二第一項

各号に掲げる事項の全般について、」に修正します。 

 ６ ・第３条第１項の「核原料物質の使用に係る施設」とは法第５７条の７第２

項第６号に規定するものを指していると理解されるところですが、「施設」が

許可申請書の記載事項の対象とはなっていない、法第６１条の３第１項の許

可を受けた者（核原料物質を使用する者（核原料物質使用者、国際規制物資使

用者のうち国際規制物資使用者）については、本ただし書きの対象外である

と理解してよろしいか？（第７条、別表の「核原料物質の使用に係る施設」に

ついても同様。） 

法第５７条の８において「核原料物質を使用する者（前条第

１項第１号又は第３号に該当する場合を除く。第６１条の２の

２第１項及び第８１条第２号において同じ。）」と規定されてい

ることから、法第６１条の２の２第１項に規定する原子力規制

検査の対象となる「核原料物質を使用する者」には、法第５７

条の７第１項第２号に規定する「第６１条の３第１項の許可を

受けた者」（法第５７条の７第１項第３号に該当する場合を除

く。）が含まれますので、当該者は御指摘の「本ただし書」の対

象となります。なお、法第６１条の３第３項において、許可申

請書の添付書類として核原料物質の使用に係る施設の位置、構

造及び設備の概要を記載した書類の提出を求めています。 

 ７ 第３条第１項 

・変更部分の「法第五十七条の二第一項の認可を受けた核物質防護規定（同

項の規定による変更の認可があったときは、その変更後のもの）に従って講

ずべき措置」と「法第五十六条の三第二項に規定する防護措置」とは、同一の

ものであると理解してよろしいか？ 

「法第五十七条の二第一項の認可を受けた核物質防護規定

（同項の規定による変更の認可があったときは、その変更後の

もの）に従って講ずべき措置」について、使用者には核燃料物

質の使用等に関する規則（以下「使用則」という。）第３条の４

第１項各号に規定する事項を核物質防護規定に定め、遵守する

ことを求めています。 

一方、「法第五十六条の三第二項に規定する防護措置」につい

て、使用者には使用則第３条の３第２項各号に規定する防護措

置を求めています。 

そのため、これらの措置は同一ではありません。 

 ８ 第３条第１項 

・変更部分の「法六十一条の二の二第一項第四号イ」は「法第六十一条の二の

二第一項第四号イ」の誤記ではないのか？ 

御意見のとおり修正します。 
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９ ・変更部分の「特定核燃料物質の防護のために必要な措置」は、原子炉等規制

法第５９第１項に規定する「原子力事業者等から運搬を委託された者」によ

る措置は含まれないものと理解してよろしいか。 本第３条の「使用施設等

における検査」はオンサイトにおける検査を指しており、事業所外運搬での

オフサイトにおける措置に係るものは対象外であると思われるので。 

法第６１条の２の２の規定に基づき原子力規制検査の対象と

なる「原子力事業者等」は、法第５７条の８に規定する「原子

力事業者等」であり、法第５９条第１項に規定する「原子力事

業者等から運搬を委託された者」は含まれません。 

本規則第３条第１項に規定する「使用施設等における検査」

において、特定核燃料物質の事業所外運搬における防護措置は、

原子力事業者等から運搬を委託された者が実際に行う措置を含

め、法第６１条の２の２第１項第４号ハの規定に基づき、原子

力規制検査の対象となります。 

１０ 3 頁 2～5行目 

 第三条第 2項には、追加検査の実施に係る判断基準として、「安全活動にお

ける軽微な劣化」「安全活動における劣化（前号及び次号に掲げるものを除

く。）」「安全活動における長期間にわたる又は重大な劣化」とありますが、判

断基準が不明確です。 

 別途パブリックコメント中の「原子力規制検査等実施要領」2.5「追加検査

対応区分の設定」及び表 6「追加検査対応区分」が具体的な判断基準になると

思いますが、事業者の費用負担を伴う措置の判断基準であり、規則で明確に

記載する、または規則側に要領との関係を明確に記載していただきたい。 

御意見を踏まえ、実施要領の表６に本規則第３条第２項の区

分を記載する旨の修正をします。 

１１ 第 3条第 2項 

 「次に掲げる劣化が認められた時は，追加の検査を行うものとする。 一・・・

軽微な劣化」とあるが，「軽微な劣化」とはどういう状態のことを言っている

のか。 

・「原子力規制検査等実施要領 表６ 追加検査対応区分」における「第２区

分」のことか。 

・「検査気づき事項のスクリーニングに関するガイド」における「軽微」のこ

とか。 

定義が不明確であるため，規則で明確に記載していただきたい。 

 

前段について、「軽微な劣化」とは、「原子力規制検査等実施

要領 表６ 追加検査対応区分」における「第２区分」を意味

します。 

 

 

 

 

後段について、上記１０で示した考え方を参照してください。 

１２ 3 頁 第 4条第 1項 1～4号 

 当該の規定は、法第六十一条の二の二第三項の原子力規制委員会規則で定

める事項の詳細を規定していると思われるが、法の条文の記載とほとんど差

がなく、記載内容についても「その他○○」という記載となっており、何でも

読み取れる記載になっている。規則においては、具体的な規定が必要ではな

いか。 

従前の各事業規則（例えば、実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則第９３条第３項各号及び第９７条第２項各号）

と同様の規定であり、立入検査は法の趣旨に鑑み法の実施に必

要な限度において様々な活動が可能となっているため、原案の

とおりとします。なお、制度の運用を変更するものではありま

せん。 

１３ ・第４条第１号「工場若しくは事業所」について： 別表の区分欄の「工場又

は事業所（原子力船を含む。）」とのタームの違いは、第４条では原子力船は含

まないということを意味しているのか？ 

第４条第１号の「事務所又は工場若しくは事業所」には原子

力船は含みません。 
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１４ 5 頁 2～4行目 

 規則第五条には、安全実績指標の領域区分は次の一～三とされています。 

  一 原子炉施設の保全及び運転に関する領域 

  二 核燃料物質等の運搬、貯蔵及び廃棄に関する領域 

  三 特定核燃料物質の防護に関する領域 

 一方、別途パブリックコメント中の「原子力規制検査等実施要領」16 頁表

4 においては、「原子力施設安全」「放射線安全」「核物質防護」とされていま

す。 

 規則と実施要領の領域が一致していないことから、規則第 5 条に定める報

告期限と、実施要領で定める各々の安全実績指標との関係が明確ではありま

せん。（訓練サイクル毎に評価する指標は四半期毎とも年度毎とも違います。）

従って、規則第五条と実施要領の領域の記載の整合を図る必要があると考え

ます。 

 安全実績指標は、事業者に報告義務を課しているものであるため、規則で

実施要領の表 4 の内容を記載する、または規則側に要領との関係を明確にし

ていただきたい。 

実施要領では、本規則の規定を分かりやすく簡便な用語に置

き換えています。御意見を踏まえ、実施要領の表４を修正し、

本規則の対応する号番号を記載します。 

１５ 第 5条第 1項第 1号 

 「一 原子炉施設の保全及び運転に関する領域」とありますが、別途パブリ

ックコメント中である「原子力規制検査等実施要領」の「表 4 安全実績指標」

の「原子力施設安全」であるので表現の整合を図って頂きたい。 

上記１４で示したとおり修正します。 

１６ 第 5条第 1項 

 「一 原子力施設の保全及び運転に関する領域」とありますが，原子力規制

検査等実施要領の表４と整合するよう「原子力施設安全に関する領域」に修

正をお願い致します。 

上記１４で示したとおり修正します。 

１７ 第 5条第 1項第 2号 

 「二 核燃料物質等の運搬、貯蔵及び廃棄に関する領域」とありますが、別

途パブリックコメント中である「原子力規制検査等実施要領」の「表 4 安全

実績指標」には該当する領域はなく、第二号の領域は「放射線安全」であるの

で表現の整合を図って頂きたい。 

上記１４で示したとおり修正します。 

１８ 第 5条第 1項第 2号 

 「二 核燃料物質等の運搬、貯蔵及び廃棄に関する領域」とありますが，原

子力規制検査等実施要領の表 4 と整合するよう「放射線安全に関する領域」

に修正をお願い致します。 

上記１４で示したとおり修正します。 
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１９ 第 5条 

 安全実績指標の報告に対して 

 安全実績指標の報告期日を４５日以内としているが、４５日目が休日の場

合を考慮し「４５日目が土曜日，日曜日，祝日の場合は，翌営業日をデータ提

出期日とする」旨の記載が必要と考えます。 

行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第

２条により、行為の期限であって法律又は法律に基づく命令で

期間をもって定めるものが行政機関の休日に当たるときは、行

政機関の休日の翌日をもつてその期限とみなすこととされてお

り、このため、原案のとおりとします。 

２０ 第 5条第 1項 

 安全実績指標の報告は，該当期間終了後，４５日以内とされていますが，最

終日が休日の場合は翌営業日として頂くよう，修正をお願い致します。 

上記１９で示した考え方を参照してください。 

２１ 第 5条 

 報告期日を４５日以内としているが、４５日目が休日の場合の扱いについ

て「４５日目が休日の場合は、休日明けの日までに報告する」旨の記載が必要

と考えます。 

上記１９で示した考え方を参照してください。 

２２ 第 5条第 1項 

 四半期における安全実績指標を当該四半期の終了後四十五日以内に報告

（第二号に掲げる事項は各年度における安全実績指標を当該年度の終了後四

十五日以内に報告）と記載されておりますが、第一号に掲げる事項のうち訓

練サイクルごとに報告する安全実績指標（原子力規制検査実施要領の表 4 の

○8、○9）の報告の扱いについては記載されておりませんので、記載していた

だきたい。 

安全実績指標のうち、「⑧重大事故等及び大規模損壊発生時に

対応する要員の訓練参加割合」と「⑨重大事故等対策における

操作の成立性（想定時間を満足した割合）」については、訓練サ

イクルの最終日が含まれる四半期の報告において数値データが

報告され、一方、それ以外の（訓練サイクルの最終日が含まれ

ない）四半期の報告においては該当がない旨の報告を行うよう、

ガイド等で明記する予定です。 

これにより、訓練サイクルごとに報告される安全実績指標も、

第一号に含まれる他の指標と同様に、報告の時期は四半期ごと

とし、数値データが報告されるか、該当がない旨の報告がされ

るかいずれかとなります。このため、原案どおりとします。 

２３ 

 

・第５条第１号の「原子炉施設」は原子炉等規制法において使用する用語に

例がありません。（原子炉等規制法第４３条の３の５第２項第５号の「発電用

原子炉施設」を指しているのか？） 

御意見を踏まえ、「原子炉施設」を「発電用原子炉施設」に修

正します。 

２４ ・第５条第２号の「核燃料物質等」の「等」は何を指しているのか？（「核燃

料物質によつて汚染された物」か？） 

 御意見を踏まえ、「核燃料物質等」を「核燃料物質又は核燃料

物質によって汚染されたもの（別表において「核燃料物質等」

という。）」に修正します。 

２５  溶接安全管理審査について、既に手数料を納付しているもので施行日までに

審査を実施していないものについては、原子力規制検査の手数料の納付にお

いて既に納付した額を控除することとする旨の記載があるが、今般の検査制

度見直しにより制度自体が無くなる施設定期検査や定期安全管理審査につい

ては手数料の扱いが定められていない。 

 施設定期検査の終了証や定期安全管理審査の評定結果を得ていないのに、手

数料控除の扱いが無いのは不釣合いであると思われる。相応の手数料控除が

 溶接安全管理審査については、施行日までに審査に着手して

いない案件が想定されることから、所要の経過措置を規定した

ものです。また、使用前検査についても、施行日までに検査に

着手していない案件が想定されることが判明したことから、経

過措置を規定することとする修正を行います。 

 改正法により制度が変更される検査又は審査のうち施行日ま

でに検査又は審査に着手しているものについては、要領書作成、
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あるべきではないか。または、手数料控除が行えないならば、納付済み手数料

に相当するサービスを既に事業者は受けているということだと思うが、その

見解を頂きたい。 

 その他、今回の検査制度見直しに伴って検査・審査の途中で制度が変わるも

の全般について、納付済み手数料の考え方を示して頂きたい。 

現地検査、文書・実地審査などを実施して行政コストが発生し

ているため、手数料の控除の対象とはしません。 

２６ 経過措置 

 現行制度においては、施設定期検査・定期安全管理審査・溶接安全管理審査は

合格証もしくは評定結果が規制側より発行されて完了となるが、今回の制度

変更時に申請済み・実施中の扱いとなる施設定期検査・定期安全管理審査・溶

接安全管理審査（未着手の溶接安全管理審査除く）は、規制側から検査・審査

結果を示すものは提示されず、2020 年 3 月末日を以て自動的に終了（完了）

になるということでよいか。 

改正法においては、施設定期検査、定期安全管理審査及び溶

接安全管理審査の経過措置は規定されておらず、制度移行時点

で廃止となることから、施行日において申請済又は実施中の案

件については、評定結果などが通知されずに終了します。 

なお、既に作成した審査記録等の文書は施行日をもって完結

処理をして保管し、必要に応じて原子力規制検査等に活用する

こととします。 

２７ 別表四の項 

 検査手数料は検査物量（検査時間）を考慮して定められているとのことで

４つに区分されていますが、全ての燃料を使用済燃料ピットに貯蔵した状態

で長期停止中のプラントについて、原子力規制検査はサンプリング数の減少

など、稼動プラントより検査物量が低減されるように配慮されると面談等で

お聞きしているが、当該年度に稼動予定がない場合（検査物量が低減される

場合）は「その年度において核燃料物質の取扱いを開始しないもの」に該当す

ることを明記していただきたい。 

 該当しない場合、検査物量を標準物量から低減されたプラントに対応する

区分を追加して頂きたい。 

 手数料については、施設の建設段階、供用段階及び廃止措置

段階において標準的に必要となる検査量を基準として算定して

いるものです。長期停止中の施設で廃止措置段階にないものに

ついては、その後の運転を念頭に施設管理等の状況について検

査を行うことが必要であることから、「その年度において核燃料

物質等の取扱いを行うもの（法第４３条の３の３４第２項の認

可を受けたものを除く。）」として手数料を適用することとして

います。 

なお、個別のサンプリング数については、施設の状況に応じ

て合理的な運用に努めることとしています。 

２８ 別表四の項 

 中欄の区分「発電用原子炉（研究炉を除く）」の「その年度において核燃料

物質の取扱いを開始しないもの」および「その年度において核燃料物質等の

取扱いを行うもの」について、当該区分の対象となる始期（前提条件）が、発

電用原子炉設置者として許可を受ける「設置許可」、設置工事に着手となる「設

計及び工事計画認可」、保安措置の運用開始となる「保安規定認可」であるの

か明確化して頂きたい。 

 法第６１条の２の２第１項において、「原子力事業者等及び核

原料物質を使用する者は、次に掲げる事項について、原子力規

制委員会が行う検査を受けなければならない」と規定されてお

り、原子力規制検査の起点は設置の許可となります。 

 また、「その年度において核燃料物質等の取扱いを行うもの」

とは、運転計画等により当該年度において、核燃料物質を受け

入れる計画となっているものが該当します。 

２９ 別表四の項 

 中欄の区分「発電用原子炉（研究炉を除く）」の「その年度において核燃料

物質の取扱いを開始しないもの」について、当該区分の始期について確認さ

せて頂きたい。 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の改正案（以下、

「改正法」という。）61条の 2の２では、原子力事業者は原子力規制検査を受

けることを求め、ここでいう原子力事業者は、改正法 57 条の８で発電用原子

炉設置者と定義され、発電用原子炉設置者は、改正法 43 条の 3の８で、改正

  

前段については、上記２８で示した考え方を参照してくださ

い。 
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法 43条の 3の 5第 1項の許可を受けたものと記載されている。よって、原子

炉設置許可を受けた年度から原子力規制検査が開始されるのか確認したい。 

 この場合、法解釈として、改正法 43 条の 3 の 24 の保安規定は、発電用原

子炉施設の設置の工事に着手する前までに認可を得ることとされており、認

可を得る始期は明示的でないが、原子力規制検査開始（原子炉設置許可を受

けた年度内）までには保安規定の認可を得ておくことを求めると解釈するの

か確認したい。 

 

 

後段については、建設段階で保安規定の認可を受けていない

発電用原子炉施設については、整備規則の附則において、施行

日から６月以内に保安規定の認可の申請を求めることとしてい

ます。 

３０ ・別表の番号四の「研究開発段階発電用原子炉」は原子炉等規制法において

使用する用語に例がありません。（原子炉等規制法第２条第５項の「発電の用

に供する原子炉であつて研究開発段階にあるものとして政令で定める原子

炉」を指しているのか？） 

 御意見を踏まえ、第１条の「この規則において使用する用語

は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以

下「法」という。）において使用する用語の例による。」を「こ

の規則において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）及び核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（以下「令」

という。）において使用する用語の例による。」と改め、政令第

１条で用いている「研究開発段階発電用原子炉」と同義である

ことを明確化します。 

３１ 別表四の項 

 「四 発電用原子炉施設 研究開発段階発電用原子炉に係るもの」の事項

は区切り間違いのため、次頁へ移動すべきである。 

 御意見を踏まえ、修正します。 

 


